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夏の青空が久しぶりに少し顔をのぞかせた 8月 22日（木）に第 194回障害者地域生活支援研究

会が開催されました。今回のテーマは「住まいについて考える。～当事者が望む住居と暮らしのあ

り方とは～」です。 

 

本題に入る前に、“居住支援”の制度面に関して 事務局の 戸田 涼子さんから説明を致しまし

た。平成 18年 4月に施行された障害者自立支援法の中で、地域生活支援事業の一つとして“居住

サポート事業”や“退院促進支援事業”が施行されましたが、平成 24 年度以降は事業の一部が個

別給付化され、事業内容が整理されたとのことです。 

 

続いて、同じく 北九州市障害者基幹相談支援センター 課長 白石 睦也さんから「北九州市

における居住サポート等事業の概要」をお話しして頂きました。居住サポート等事業は、『賃貸

住宅への住み替えや、新たに住居を探しておられる方の入居支援』や『連帯保証人の方が見つ

からない場合の、民間保障事業者を通しての支援』を行っているとのことです。 

事業内容には転居後の支援は含まれていないのですが、事業を委託されている基幹支援セン

ターの相談員が支援にあたり、住まい探しの前段階でも生活相談に応じているとのことです。 

今後の課題としては、『転居前に色々な課題が多く、障害当事者が暮らしのイメージができてな

い方に対して、支援者がイメージをどう具体化して実現できるのか』ということを念頭に支援を

行っていきたいとのことでした。 

 

引き続き、社会福祉法人 共生の里 心の駅折尾 サービス管理責任者 前原 善㤗さんに「住まい

について～当事者の気持ちと地域で求められる支援体制とは～」と題して“心の駅折尾”の概要

と取り組みを、事例を交えてお話し頂きました。グループホームというと集団生活が負担に思わ

れるところもあるけれど、人とつながっていることで安心感につながり、社会性もアップするとのことでした。  

今後は、まず『グループホームが施設化しないようにすること』『画一的に支援することは極力避けること』が課題

とのことでしたが、居心地が良いホームになることで「ずっとグループホームで生活していこう」と思うことも問題で

あり、支援の形によっては当事者自身の生活の力を損なうことになる場合があることも、今後の課題としてあげられる

とのことでした。 

 

社会福祉法人 共生の里 理事長 宮本 政幸さんにもお話を伺いました。グループホーム設置に関して、自治会・

地域住民に当事者の生活を見てもらい、障害があることが特別なことではなく、しっかりと生活している姿を示すこと

が大切とのことでした。「設立前は自治会の人に受入られるか心配をしていたが、現在は地域の催し物に参加をしたり、

普段の生活でお互いに声を掛け合うなどの交流ができて喜んでいる。心配しなくても行動していけば可能性が開けてく

ることを実感しており、今後も希望を持って取り組んでいきたい」とのことでした。  

 

不動産関係団体・地方公共団体・居住支援団体とのネットワークを構築する

ために、各市町村に住宅セーフティネットのための居住支援協議会が設立され、

当市では平成24年11月に第1回目の協議会が開催されました。協議会に参加

されている北九州市障害福祉団体連絡協議会 古賀 由美子さんからは「この居

宅支援協議会に期待を持っている。現状の当事者の声をきちんと聞いていた

だき是非、有効な検討をしてほしい」とのことでした。 

一方通行にならず、どう不動産関係団体・地方公共団体・居住支援団体が

協力していくか。“福祉関係の支援者等だけではなく、不動産業界の方にも支

援研究会にご参加頂き、障害者に対する啓発をはじめ、居住に関するディス

カッションをする機会が必要”との声が聞かれました。今後も皆さまの声に

耳を傾けながら、支援研究会を開催していきたいと思います。皆さまのご参

加をお待ちしています。 

  

本日の参加者は50名。内12名の新規の方にご参加頂きました。ありがとう

ございました。 

 

 

 

 

 

基幹支援センターのＨＰで

は「車椅子対応住宅」をご紹

介しています。今後も住宅に

関する情報を配信するので、 

チェックしてくださいね。

http://www.shien-c.com

/ 

 

 

けんたクン 

 

※こちらの議事録は 

北九州市障害者自立支援協議会の 

ホームページでもご覧いただけます。 

http://kitakyushu-net.shien-c.com/ 
しえんチャン 

【住宅セーフティネット法（住宅確保要配慮者に対

する賃貸住宅の供給の促進に関する法律）の趣旨】 

「住宅確保要配慮者」（低額所得者、被災者、高齢

者、障害者、子どもを育成する家庭その他住宅の確

保に特に配慮を要する者）について、その居住の安

定確保を図るため、公的賃貸住宅の供給の促進及び

民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関し、必要な

施策を講ずることを目的としています。 


